
代表取締役　　柴田　良昭 

（単位：円）

（資産の部） （負債の部）

流　動　資　産 205,870,356 流　動　負　債 125,654,181

現 金 及 び 預 金 5,749,432 支 払 手 形 21,654,016

受 取 手 形 6,805,809 買 掛 金 20,381,493

売 掛 金 73,145,149 短 期 借 入 金 20,000,000

未 収 金 485,648 未 払 金 5,265,881

短 期 貸 付 金 90,337,553 未 払 費 用 4,187,991

仕 掛 品 137,235 未 払 法 人 税 等 23,898,100

原 材 料 22,180,115 未 払 消 費 税 13,411,800

商 品 3,712,720 預 り 金 9,405,900

貯 蔵 品 345,520 賞 与 引 当 金 7,449,000

前 払 費 用 1,823,419

そ の 他 の 流 動 資 産 4,348,312

貸 倒 引 当 金 △ 3,200,556

固　定　資　産 246,227,496 固　定　負　債 751,966

有形固定資産 236,526,636 繰 延 税 金 負 債 751,966

建 物 10,572,000

構 築 物 6,396,054

機 械 装 置 11,812,296 負　債　合　計 126,406,147

車 両 及 び 運 搬 具 7

工 具 器 具 備 品 1,703,157 （純資産の部）

土 地 206,043,122 株　主　資　本 322,291,888

資　本　金 20,000,000

無形固定資産 1,371,258 資本剰余金 18,248,933

電 話 加 入 権 471,004 　資本準備金 18,248,933

ソ フ ト ウ エ ア 900,254 利益剰余金 284,042,955

　その他利益剰余金 284,042,955

投資その他の資産 8,329,602 　　繰越利益剰余金 284,042,955

投 資 有 価 証 券 7,548,912

出 資 金 450,000 評価・換算差額等 3,399,817

差 入 保 証 金 20,000 その他有価証券評価差額金 3,399,817

そ の 他 の 投 資 等 7,527,169

貸 倒 引 当 金 △ 7,216,479

純 資 産 合 計 325,691,705

資　産　合　計 452,097,852 負 債 純 資 産 合 計 452,097,852

（令和6年3月31日 現在）

第　　49　　期　　決　　算　　公　　告

令和6年6月12日 愛 知 県 豊 橋 市 植 田 町 字 新 津 田 ６ 番 地

ト ヨ テ ツ オ ー ト サ ー ビ ス 株 式 会 社

貸借対照表



個  別  注  記  表 

 

１．重要な会計方針 

  ⑴ 資産の評価基準及び評価方法 

① 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   貯 蔵 品       移動平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ 

の方法により算定） 

 

② 有価証券の評価基準及び評価方法 

有 価 証 券 

時価のないもの        移動平均法による原価法 

 

時価のあるもの        決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資 

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 

  ⑵ 固定資産の減価償却の方法 

 

① 有形固定資産   建  物 ・ 構 築 物            定  額  法 

                     その他の固定資産              定  率  法 

   なお、取得価格が 10 万円以上 20 万円未満の減価償却資産については３年間で均等償却

する方法を採用しております。 

 

② 無形固定資産               定  額  法 

 

③ リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。 

 

  ⑶ 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒損失による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上

する方法を採用しております。 

 

 

 



 

⑷ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

 ① リース取引の処理方法 

     リース取物件の所有権が借主に認められるもの以外の、ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

② 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    

２．当期純損益金額        

          当期純利益  62,360,876円        

 


